
 この明細書は、地方税法第７０１条の３２第２項の規定により共同事業とみなされる事業を行う場合に特殊関係者を有する方が記載し、

申告書（地方税法施行規則第４４号様式）に添付して提出して下さい。

【記載要領】

１．この明細書は、みなし共同事業に係る事業所等の所在する家屋ごとに別葉としてください。

２．「算定期間」欄は、特殊関係者を有する方に係る課税標準の算定期間を記載してください。

３．記載内容は、特殊関係者を有する方に係る課税標準の算定期間の末日現在によってください。

４．「みなし共同事業に係る事業所等の所在地及び事業所床面積等」欄の「事業所床面積」及び「従業者数」は、みなし共同事業に係る事

  業所等の所在する家屋におけるみなし共同事業に係る各共同事業者の事業を合計（(3)の合計又は(6)の合計）したものを記載してくだ

  さい。

５．「特殊関係者を有する者」及び「特殊関係者」の欄の記載は、次によってください。

 （１）「第 号該当」欄は、地方税法施行令第５６条の２１第１項により読み替えて適用される同令第５条第１項の適用号を記載してく

    ださい。

 （２）「所在地（住所）」欄は、市内における主たる事業所等の所在地を記載してください。

 （３）「事業所床面積（資産割）」及び「従業者数（従業者割）」の欄は、みなし共同事業に係る各共同事業者の「事業所床面積」及び

    「従業者数」をそれぞれ記載してください。

 （４）「(4)及び(7)の内訳」欄の「非課税の内訳」欄は、非課税に係る該当項目ごとに、それぞれ適用される法令条項等を記載してくだ

        さい。

６．「事業所床面積合計」欄は、(5)の欄の数値を合計したものを記載してください。

７．「従業者数合計」欄は、(8)の欄の数値を合計したものを記載してください。

８．特殊関係者を有する方が同族会社に該当する場合は、法人税申告書別表２（同族会社等の判定に関する明細書）の写しを添付してくだ

  さい。


